
ロ

次
の

か
ら

ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の

﹇
新
設
﹈

設
立
の
日
以
後
の
期
間
が
一
年
未
満
の
会
社
（
設
立
事
業
年
度
を
経
過
し
て
い
る
も
の
に
限
る
。）で

あ
っ
て
、
前
事
業
年
度
に
お
い
て
試
験
研
究
費
等
合
計
額
の
収
入
金
額
に
対
す
る
割
合
が
百
分
の
五
を

超
え
る
も
の
又
は
第
八
条
第
五
号
イ

若
し
く
は

に
該
当
す
る
も
の

設
立
の
日
以
後
の
期
間
が
一
年
以
上
二
年
未
満
の
会
社
で
あ
っ
て
、
前
事
業
年
度
に
お
い
て
試
験
研

究
費
等
合
計
額
の
収
入
金
額
に
対
す
る
割
合
が
百
分
の
五
を
超
え
る
も
の
、
売
上
高
成
長
率
が
百
分
の

百
二
十
五
を
超
え
る
も
の
又
は
第
八
条
第
五
号
イ

に
該
当
す
る
も
の

設
立
の
日
以
後
の
期
間
が
二
年
以
上
三
年
未
満
の
会
社
で
あ
っ
て
、
前
事
業
年
度
に
お
い
て
試
験
研

究
費
等
合
計
額
の
収
入
金
額
に
対
す
る
割
合
が
百
分
の
五
を
超
え
る
も
の
又
は
売
上
高
成
長
率
が
百
分

の
百
二
十
五
を
超
え
る
も
の

設
立
の
日
以
後
の
期
間
が
三
年
以
上
五
年
未
満
の
会
社
で
あ
っ
て
、
前
事
業
年
度
に
お
い
て
試
験
研

究
費
等
合
計
額
の
収
入
金
額
に
対
す
る
割
合
が
百
分
の
五
を
超
え
る
も
の

﹇
削
る
﹈

三

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の

イ

設
立
の
日
以
後
の
期
間
が
一
年
未
満
の
会
社
（
設
立
事
業
年
度
を
経
過
し
て
い
る
も
の
に
限
る
。）で

あ
っ
て
、
前
事
業
年
度
に
お
い
て
試
験
研
究
費
そ
の
他
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
施
行
令
第
三
条
第
一
項

に
規
定
す
る
費
用
の
合
計
額
の
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
収
入
金
額
に
対
す
る
割
合
が
百
分
の
五
を
超
え

る
も
の
又
は
第
八
条
第
一
項
第
一
号
ロ
若
し
く
は
ハ
に
該
当
す
る
も
の

ロ

設
立
の
日
以
後
の
期
間
が
一
年
以
上
二
年
未
満
の
会
社
で
あ
っ
て
、
前
事
業
年
度
に
お
い
て
試
験
研
究

費
そ
の
他
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
施
行
令
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
費
用
の
合
計
額
の
同
条
第
二
項

に
規
定
す
る
収
入
金
額
に
対
す
る
割
合
が
百
分
の
五
を
超
え
る
も
の
、
売
上
高
成
長
率
が
百
分
の
百
二
十

五
を
超
え
る
も
の
又
は
第
八
条
第
一
項
第
一
号
ハ
に
該
当
す
る
も
の

ハ

設
立
の
日
以
後
の
期
間
が
二
年
以
上
三
年
未
満
の
会
社
で
あ
っ
て
、
前
事
業
年
度
に
お
い
て
試
験
研
究

費
そ
の
他
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
施
行
令
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
費
用
の
合
計
額
の
同
条
第
二
項

に
規
定
す
る
収
入
金
額
に
対
す
る
割
合
が
百
分
の
五
を
超
え
る
も
の
又
は
売
上
高
成
長
率
が
百
分
の
百
二

十
五
を
超
え
る
も
の

ニ

設
立
の
日
以
後
の
期
間
が
三
年
以
上
五
年
未
満
の
会
社
で
あ
っ
て
、
前
事
業
年
度
に
お
い
て
試
験
研
究

費
そ
の
他
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
施
行
令
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
費
用
の
合
計
額
の
同
条
第
二
項

に
規
定
す
る
収
入
金
額
に
対
す
る
割
合
が
百
分
の
五
を
超
え
る
も
の

２

前
項
の
確
認
の
申
請
は
、
前
条
第
一
項
の
確
認
の
申
請
と
同
時
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
を
同
条
第
二
項
の
申
請
書
に

添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
確
認
の
申
請
は
、
前
条
第
一
項
の
確
認
の
申
請
と
同
時
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
ご
と
に
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
を
前
条
第
二
項
の
申
請
書
に
添
付
す
る

も
の
と
す
る
。

一

前
項
第
一
号
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
の
確
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合

次
の
イ

及
び
ロ
に
掲
げ
る
書
類

一

前
項
第
一
号
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
も
の

イ
・
ロ

﹇
略
﹈

イ
・
ロ

﹇
略
﹈

二

前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
の
確
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合

次
の
イ

及
び
ロ
に
掲
げ
る
書
類

二

前
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
も
の

﹇
削
る
﹈

イ

設
立
の
日
に
お
け
る
貸
借
対
照
表

イ
・
ロ

﹇
略
﹈

ロ
・
ハ

﹇
略
﹈

﹇
削
る
﹈

ニ

税
理
士
が
署
名
し
た
申
請
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
直
前
事
業
年
度
の
確
定
申
告
書
（
法
人
税
法
第
二

条
第
三
十
一
号
に
規
定
す
る
確
定
申
告
書
を
い
う
。）に
添
付
さ
れ
た
法
人
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
年

大
蔵
省
令
第
十
二
号
）
第
三
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
別
表
一
の
写
し
及
び
同
令
第
三
十
五
条
第
四
号

に
掲
げ
る
事
業
等
の
概
況
に
関
す
る
書
類
の
写
し
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